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障害児の学級を選択・決定する権利に関する考察
特殊学級入級措置処分取消等請求事件を通して 一一
A Studay on Handicapped Children's Right to Selection 
and Decision of Class 
白石 淳
J un SIRAISHI 
I はじめに
平成5年10月26日に， 中学校長が普通学級で学ぶことを希望していた生徒を特殊学級に入級
させるとした処分の処分取消等請求訴訟(特殊学級入級措置処分取消等請求事件)判決が，旭
川地方裁判所であり，行った処分に違法性は無かったと判断された。この訴訟は，単にその処
分の取消を求めたものだけではなく，所属学級を選択 ・決定する権利が子ども本人やその親に
付与されているかどうかを争った初めての事例で注目された裁判であり，憲法第26条の教育を
受ける権利，福祉国家としての日本の在り方を考える上で重要なものであった。
教育を受ける権利の保障は，前述のように憲法に保障されているものであるが， その権利は
生存権，すなわち生きるための権利の文化的側面をなすものであり，子どもの十全な発達とそ
のための学習の権利を現実に充足させるような教育を受ける保障・具体化するための権利であ
る。また，この権利の意義について， 他の諸基本権に比較して有する特殊性として，その価値
と保障の効果はすぐれて今日よりも将来において発現され，かっ判断されるべきものであり，
今日の社会における価値評価の一般的な尺度のみによって軽々に測られではならないものであ
ると考えられている。
この処分取消等請求訴訟の判決を通して教育を受ける権利において白から所属する学級を，
教育内容を選択し決定する権利について，憲法第26条を中心として，子どもの権利条約やノー
マリゼーションが進み障害児教育においても健常児との統合教育が積極的に求められている今
日の動向を踏まえて考察していく 。
これらのことについて，この特殊学級入級措置処分取消等請求事件判決を通して，教育学的
に+食言すを加えていく 。
E 特殊学級入級措置処分取消等請求事件
第一審は旭川地方裁判所平三 (行ウ)三号事件で，平成5年10月26日判決，一部却下，一部
棄却，一部認容であった。事件はその後札幌高等裁判所に控訴され，平成6年 5月24日控訴棄
却の判決がなされた。
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原告はこの事件で，次の5点について，被告留萌市立留萌中学校長，留萌市教育委員会，留
萌市に対して請求した。
一 被告留萌市立留萌中学校長が，平成五年四月七日，原告に対しでした原告が所属すべき
学級を肢体不自由者のための特殊学級とするとの処分を取り消す。
二 被告留萌市教育委員会が，平成五年四月一日，留萌市立留萌中学校に肢体不自由者のた
めの特殊学級を設置した処分を取り消す。
三 被告留萌市は，原告に対し，金一00万円及びこれに対する平成三年七月一六日から支
払済みまで年五分の割合による金員を支払え。
四 訴訟費用は被告らの負担とする。
五 三項につき仮執行宣言。
これに対して，第一審旭川地方裁判所は以下のような判断を下した。
原告の被告留萌市教育委員会に対する訴えを却下する。
二 原告の被告留萌市立留萌中学校長に対する請求を棄却する。
三 被告留萌市は，原告に対し，金二O万円及びこれに対する平成三年七月一六日から支払
済みまで年五分の割合による金員を支払え。
四 原告の被告留萌市に対するその余りの請求を棄却する。
五 訴訟費用は，原告に生じた費用の九分のーと被告留萌市に生じた費用の五分のーを被告
留萌市の負担とし，原告及び被告留萌市に生じたその余りの費用と被告留萌市立留萌中学
校長及び同留萌市教育委員会に生じた費用を原告の負担とする。
という判決であった。
本事件は，肢体不自由者である原告生徒は中学校の入学に際し，普通学級の入級を希望した
が，市教育委員会は就学指導委員会の判断に基づき，学校教育法第75条所定の特殊学級を設置
し，校長は特殊学級への入級処分を行ったものである(各学年初めに行われた)。原告はその
処分は，普通学級に所属する権利が侵害され違法であると し，また中学校入学前に原告を普通
学級か特殊学級に入れるかについての話し合いのなかで，市教育委員会職員が「両親の同意な
くして特殊学級設置許可申請をしない」という虚偽の事実を述べたなどと して上記の5点を請
求した事件であった。
第一審判決は，上記のように，特殊学級設置行為は，市教育委員会が北海道教育委員会に学
級編成の認可申請をし，北海道教育委員会がこれを認可したことであるとしたうえで当該年度
における学校全体の学級編制の一貫としてなされているにすぎず，また特殊学級の設置によっ
ても， 当該学校在学者又は在学予定者の権利義務になんらの影響も与えないから，抗告訴訟の
対象となる処分にあたらないとした。入級処分の取消請求については，現行法上生徒又はその
親に普通学級と特殊学級のいずれに所属するかについての選択権が付与されていると解するこ
とはできないとして，これを棄却した。国家賠償請求については，市教育委員会職員が虚偽の
発言をし，発言を慎むべき注意義務に違反したなどとして一部認容した。
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平成6年 5月24日，第二審の札幌高等裁判所(平五 (行コ)六号)判決において，若干の付
加訂正をしたほかは原判決の説示を引用し，原判決を維持し棄却，確定した。)
田 教育を受ける権利と自己の選択決定権
1 教育を受ける権利
(1) 子どもと親の権利
「障害児を普通学級へjという要求を全ての子どもに対して全面的に実現すべきかどうかに
ついては，憲法から引き出すことは不可能であるし，必ずしも「教育を受ける権利」を満たす
ものではない。しかし，普通学校の普通学級で学習できる状況にある障害児に対し，そこで教
育を受ける道を閉ざしてしまうと，憲法第26条の保障する「教育を受ける権利Jを侵したこと
になる場合が多いと指摘されてお り， r普通学級へ通いたい」という要求を実現するだけの問
題にととまらず，憲法の問題，教育学の問題になり，その両面から考察していかなければなら
ない。
旭川地方裁判所判決で「憲法第26条は，子どもの学習する権利に対応し， その充足をはかり
得る立場にある者の責務としてと らえられるべきである」と最高裁判所判決(昭和51年 5月21
日)を用いて， r子どもの学習する権利を中心として考えられなければならない」としたが， r教
育現象を社会権的性格であるから，教育内容を自己で ・親が決定する権能までは付与されては
なく，普通学級で教育を受ける権利を有さず，固に帰属する」と判示した。そして処分の決定
については， r特殊学級を含むどの学級に入級させるかの決定は，学校教育法第28条3項を根
拠として，特殊学級以外の普通学級の入級決定と変わることはないとし，入級処分は憲法第26
条に違反せず，校長の権限に属するものjとし， r普通学級と特殊学級のいずれに入級させる
かを決定する権利は，子どもとその親が有するものではなく，さらに子どもやその親の意向も
必ずしも校長の判断に勝るとはいえないものである」と校長に決定権があると結論づけた。こ
のことについて，子どもの教育を受ける権利，親の権利，障害児の教育の在り方から考察して
いく。
(2) 憲法第26条
憲法第26条は自由権としての性質と生存権としての性質の両面を持つということは従来から
の通説であり， r教育を受ける権利」は，憲法第25条によって規定されている生存権，すなわ
ち健康で文化的な最低限度の生活を営む権利における文化面の保障であると位置づけられてい
る。この権利は人間の成長発達の基礎となるもので，人聞が生存するための前提として必要な
もの， つま りそのために必要とする労働の能力と意欲を習得し体得することを目的とする権利
であり，むしろ憲法第25条による人間の社会的生存権ないし文化的生存権や憲法第27・28条に
よる勤労権や労働基本権を保障する前提として，不可欠なものとして保障されるべき基本的権
利であると定義づけられている説，生来的な学習権，発達権であるとする説があるが，いずれ
も極めて自然的な人聞の持って生まれた生来的な権利であるということができょう。)これは，
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第二次教科書訴訟第一審判決 (昭和45年7月1日 東京地方裁判所判決)においても 「子ども
の生来的権利」と認定している通りで，極めて基本的な権利である。すなわち「学習権が十分
に保障されることが，他の文化的・政治的・経済的な人権を有効に{動かせるための前提である
から，学習権こそその意味で “人権中の人権"である」と言われる。
また， I教育を受ける権利」の権利は，公教育においては教育内容を決定する権限は子ども
や親には存在しないという考え方もある。このこ とに対しては公教育においても国家権力の政
策ないし行政に対して積極的に教育内容までにわたる要求権を含み，国民は我が国の将来の主
権者たる国民の育成をする という方向の教育を受ける権利を国家に要求できるという，主権者
教育を受ける権利を要求する権利であるという考え方がある。いずれにしても，人間と して，
民主主義国家の主権者として，第一義的に必要な最も基礎的な権利であり，その意味からこの
権利を捉える必要がある。
憲法第26条の規定する内容は，すべての国民にそのもつ能力と発達の可能性を開花させ，個
人としての 「人格の完成」とともに，次代の主権者としてふさわしい 「国家及び社会の形成者」
として成長することを保障している。したがって，その価値と保障の効果はすぐれて今日よ り
将来において実現され，かっ判断されるべきものであって，今日の社会における価値評価の一
般的な尺度のみによって軽々に測られてはならないものであり，現在，将来(未来)を考えて
判断されるべきで，その中に自己の人間としての発達という可能性を含んだ人間として尊重さ
れうる権利であるということに注目しなくてはならない。
2 障害児の教育
(1) 教育基本法と障害児の教育
憲法と教育との関係は教育基本法前文に明記されている。前文に「われらは，さきに，日本
国憲法を確定し，民主的で文化的な国家を建設し，世界と平和と人類の福祉に貢献しようとす
る決意を示した」と掲げ，憲法の基本となっている民主主義と平和主義の根本理念を再確認し，
「この理想の実現は，根本において教育の力にまつべき ものであるJとし，憲法のめざすべき
国家および社会の建設にとって教育の果たす役割の重大さ を指摘し 10)教育は日本国憲法の精神
に則ることを宣言，その第1条の教育の目的に示されている ように，と くに個人の尊厳が重ぜ
られる教育がなされなければならない。その考えを基にして， 障害児の教育の在り方について
考察していく。
(2) 障害児と健常児の統合教育
学校の具体的な教育内容については，本事件の処分取消等請求訴訟判決でも示されたよう に
憲法第26条の「教育を受ける権利」の権利性は， それを保障するために，国や地方公共団体に
対して， (1)必要な経済的要求と，(2)よりよい教育を実現するための教育条件整備の要求に限ら
れる， とする見解が従来教育法学では多かった。しかし，より よい教育を実現するための教育
条件整備といっても，そのことはよりよい教育内容を実現するためになされるものであり，教
育内容を抜きにしては考えられず各々無関係で、はなく ，教育条件整備のみで解決するものでは
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ない。
障害児に対する教育では，一人ひとりの障害の種類や程度に応じて行うことが重要で，可能
な限り積極的に社会参加・自立する人間に育てるために教育が行われるべきで，と くに肢体不
自由児に接したとき，動作や姿・形に注意を向けがちであるが，これIも個人差としてとらえる
ことが大切で、あり，健常児と共に同様な基本的な目的・目標をめざさなければならないもので
ある。
ところで特殊学級は，心身の障害が比較的軽度な児童生徒のために必要に応じて小学校，中
学校，高等学校に置かれるもので，心身に障害があるため通常の学級では適切な教育を受けら
れない児童生徒に対して特別に編成される学級であり，I肢体不自由者は肢体不自由養護学校
以外では通常の学級で留意して指導又は必要に応じて肢体不自由特殊学級で教育を受ける」こ
ととされている。肢体不自由者， 盲者及び色弱者， 聾者及び難聴者も同様で，精神薄弱者は精
神薄弱養護学校又は特殊学級において教育が行われる。)この特殊学級は，学校に置かれる学級
の一つであり， I特別な存在Jではなく，特別扱いされたりするこ とのないよう学校経営の中
に適切に位置づけられ，教育内容は特殊学級の教育課程は原則として，置かれる学校の通常の
学習指導要領により編成されるが，とくに必要がある場合特別な教育課程によることができる
(学校教育法施行規則第73条の19第l項)としこの場合は，特殊教育諸学校の学習指導要領
を参考にすることとなっている。この特殊学級への入級処分については，次のように示されて
いる。「教育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育措置についてJ(昭和53年10月6日 (丈
令特第309号)初等中等教育局長通達)で，学校教育法施行令第22条の2を具体的に示し，ま
た就学指導の体制と手続きを定めている。東京都の「就学相談実施要領」では，障害児の就学
相談においては，総合的かつ慎重な相談が必要であり，障害児の立場に立ってきめ細かい判断
をするとと もに，適切な教育を行うために，保護者のよ り深い理解を求めるこのが大切である
とし，教育的配慮を求めているが，実際には親の学校選択権その他の諸条件よりも， 障害の種
類と程度を主たる基準とした分類処遇の原則の機械的適用が多くみられるとの指摘があり問題
点がみられる。
さらに，教育実践においても，普通学校の「特殊学級」には学習不振児を多く含んで，促進
学級的色彩の濃いものも多く，憲法 ・教育基本法がめざす教育理念から著しく逸脱した，“特
殊な"教育として位置づけられ，機能してきたところから， I特殊の子には特殊の教育がある」
「普通学級にも特殊へやりたいよ うな子がいるJI普通学級に特殊の子が入ると教育効果が落
ちる」といった偏った見方があり，普通学級と特殊学級の関係を「差別的構造」として捉え，
就職をめぐっても「特殊学級を卒業したのだから“障害者"であるjという差別的な扱いがさ
れている状況もみられる。また，障害児の差別化は固定観念として「交流以外の時間は別JI一
緒にいても所属クラスが異なるから別JI別の方がみんなに迷惑をかけない」などとあ り，平
成5年12月20日に国連で「統合教育」が原則とうたわれたよ うに 「障害を持った子も持たない
子もみんな一緒に遊ぶ」ことが国際的合意となっているにもかかわらず，文部省では未だに別
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体制に固執し， 行政，社会ともにべっ視的観念が残っているようである。これらのことから特
殊学級入級処分について行政側と子ども本人 ・親との聞に見解の不一致などの問題が生じてく
ることになる。障害児ゆえの差別や偏見がこのようにみられるが，社会参加の基礎は教育であ
り， ["人間の尊厳」に直結する基本的な人権であるということが認識されなくてはならない。
障害児と健常児の交流機会の拡大は， ["障害者対策に関する長期計画」においても，推進を
努めるようにされて，そこでは高等教育等の分野でも，受験の配慮・進学の機会の拡大・教育
研究条件の整備を努めることの強化も求められている。すなわち心身の発達において可能な限
り共に教育を受けることは人間形成，社会適応， 学習活動などにおいて教育効果が高められる
ので，そのような機会を多くすることが，今日ではさらに進められるべきであるとされている。
一方， 高等学校では平成5年度に障害児が入学している公立の高等学校がある都道府県は40
あり，北海道では入学に際し， ["障害者の高校受験に際しては，点字は不可で申請があれば対応，
別室受験は可能である」と高等学校に受け入れることを前提とした配慮を行っている。)これは
「高校入学不許可処分取消請求事件j(平成4年3月31日 神戸地方裁判所判決)で， ["例え身
体障害者などのため体育などの履修が困難であっても障害の程度に応じて柔軟に履修方法を工
夫すべきであり，障害者の高校受入れにあたっては障害のための単位認定が困難というだけの
理由でその受入れを拒否すことのないようにすべきである」と示し，高等学校学習指導要領の
第l章第6款の6の7を参照とし，障害者に対する不当な差別を招来することのないよ うに留
意すべきであると判示している。さらに，高等教育機関である大学への入学志願者の選抜にあっ
ても「従来から特別の措置をとることについて配慮」を求めており，特別措置については，視
覚障害者に対する「試験時間の延長，点字 ・拡大文字による出題，特定試験場の設定などj，
聴覚障害者に対する「注意事項の文書による伝達，座席を前列に指定するなどj，肢体不自由
者に対する 「試験時間の延長，特定試験場の設定，介助者の付与など」をあげ，更なる配慮を
求めている(1平成6年度大学入学者選抜実施要領についてj(平成5年4月28日(文高大第178
号)文部省高等教育局長通知)。
このよう に義務教育機関ではない後期中等教育機関，高等教育機関においても健常者と共に
学校生活を送ることが可能である と考え，積極的な方向にあるにもかかわらず義務教育の小学
校，中学校で，健常児と同じように受入れることが不可能であると判断することは妥当である
とは言えない。
3 子どもと親の選択決定権
(1) 校長の裁量権
本処分取消等請求訴訟判決では，学校教育法第28条，同法第40条を用いて，市町村の教育委
員会の就学規定により当該学校に入学することが決定した生徒を，どの学級に入級させるかの
決定は，校務に関する事項のーっと解されるとし， 校長の権限に属するものと結論づけている。
一人ひと りの障害児に最もふさわしい教育の場をどこに求めるかは学校教育全体を通じて考
慮されていくべき もので，特殊教育諸学校は都道府県が設置することとなっているが，小学校
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や中学校の特殊学級については，市町村が必要に応じて設置できることとなっている。)そして，
とくに障害を有する者に対しては「教育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育的措置につ
いてJ(昭和53年10月6日(文初特第309号)初等中等教育局長通達)によ り養護学校，特殊学
級において教育を行うものとしている。
その特殊学級への就学義務はとくに規定されておらず，保護者は小学校または中学校に入学
させるという義務を負っているにすぎず，具体的にはどの学級に入れるかは校長が教育的観点
から判断して行っている。すなわち，前述の「高校入学不許可処分取消請求事件」のよう に，
普通学級での 「履修可能性」が認められる場合，r校長の裁量権の逸脱又は濫用があると認め
るのが相当である」と判断され，不許可処分の適否の判断を具体的に審理し，入学不許可処分
を取消した事件もみられる。具体的にみると r(入学許否)判断が憲法その他の法令から導き
だされる諸原則に反するような場合Jr処分が事実の誤認に基づ、いていたり，その内容が社会
通念上に照らして著しく不合理であったりするような場合」などの処分は違法だと判断される
が，あくまでもその処分の最終決定は校長の裁量権に在するものであると示している。
(2) 親の選択決定権
入級処分の決定は前述のように校長の権限に属し，普通学級と特殊学級のいずれに入級を選
択し決定する権利を子どもとその親が有するという主張は本事件の判決では採用されなかった。
さらに子どもやその親の意向は必ずしも校長の判断に勝と もいえないと断言した。
教師， 学校の判断といえども無謬ではないにもかかわらず，学校教育における親の権利が未
確立で，親が教師，学校と対等なパートナーとしてはみなされていない我が国の現状の中で，
教育の専門性，教育的裁量はしばしば子どもや親の関与を封じる錦の御旗と して用いられてき
た。親の権利の未確立については本事件のようであるが，一定程度認める判例もある。「教育
課程編成取消処分請求事件J(昭和48年3月1日 大阪地方裁判所判決)では，r子女を自らの
手で教育し，或いは就学させて学校で教育を受けさせるが，その学校においてほどこされる教
育が法令に違反し親権者は，子女の精神の発達向上を妨げるものであれば，親権者の右権利は
侵害されることになる。したがって親権者はその子女が学校においてほどこされる教科・ 科目
の授業およびそのもとになる教育課程の編成について法律上の利害関係を有するものというべ
き」として， 高校の教育課程編成に関する親の原告適格を認めている場合もある。
ところで，憲法で保障する，義務である教育は 「普通教育」をさ しているが，r普通教育J
の意味としては，職業教育および専門教育に対置されて考えられるのが一般的である。その内
容は，教育基本法前文及び第l条の 「教育の目的」にかなった個人と しての人格の完成のため，
また主権者としての知的成長をとげさせるために，すべての国民にとって共通に必要な一般
的・ 基礎的な教育を意味している。一方，盲 ・聾 ・養護学校の目的は，学校教育法第71条で「幼
稚園，小学校，中学校，高等学校に準ずる教育を施し，あわせてその欠陥を補うために，必要
な知識技能を授けること」を目的としている。昭和54年から特殊教育諸学校の義務制を課し，
同法第71条第2項では，盲 ・聾 ・養護学校の設置義務が規定されている。しかし，同法第71条
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および71条の2は盲・聾・養護学校の教育対象を，また，同法第74条は教育対象を受け入れる
のに必要な行政側の学校設置義務を規定しているのみで， r就学させる義務」に関しては同法
第22条でいずれかの教育機関に就学させることが規定されているにすぎない。そこで教育行政
側に学校指定の権限があるとの解釈に対して，保護者の「学校選択権」が提起される。これに
対して「学校選択主張権Jr学校選択要求権jにとどまるとする見解もあるが，共通して行政
側が一方的に学校指定権限を有し，指定された学校に 「就学させる義務」が生じるとの解釈に
26) 
は批判的である。いずれにしても，行政側の恋意のチェックが困難な現在の 「就学指導」の過
程に，教育専門的な情報の提供と本人または保護者の意見表明権や同意を含む十全な「適性手
続」を確保し，準司法および司法的の公正な救済の道を確立すべきであると指摘されており，
一方的な学校指定に対しては否定的で，子ども本人又は親の意思が最も尊重されなければなら
ない。
また，民法においても第818条に「成年に達しない子は，父母の親権に属する」と，さ らに
同法第820条で「親権を行う者は，子の監護及び教育をする権利を有し，義務を負う」と親の
義務が規定されており，教育に関する権利は子どもの教育を受ける権利を保障するための親の
義務であると理解されている。具体的には，家庭教育の自由や学校の選択権などがそこに含ま
れるという見解もあり，民法上から考察しでも親の意思が第一に優先する。さらに親の監督責
任においても，未成年者の責任能力は民法712条で制限を設けており，同法第714条で 「無能力
者ニ責任ナキ場合ニ於テ之ヲ監督スヘキ法定ノ義務アル者ハ其無能力者カ第三者ニ加ヘタル損
害ヲ賠償スル責ニ任スJと監督者がその責任を負うと規定している。学校においても，同条に
より子どもの全生活関係の監督者である親がその責任を負っており，親の直接の監督下でかつ
親の不知の聞に子どもが起こした加害行為についても，親は子どもの全生活関係の監督者とし
ての責任をもたねばならない。したがって，親が監督に過失がなかったことを立証しなければ，
29) 
親に賠償の責任があることになる。 これは子どもが学校において生活しているか生活していな
いかに関わらず，とくに親の指導監督を免除する正当な理由がなければ監督の義務が存在する。
判例においても 「教員は，親権者のように責任無能力者の全生活関係につき監督義務を負うも
のではなく，生徒の特定の生活関係，すなわち，学校における教育活動及びこれと密接不離の
関係にある生活関係についてのみ監督義務を負うJ(昭和40年9月9日 東京地方裁判所判決)
とし，校長 ・教員の監督義務には親とは異なり限界があることを判示し，親に第一義的に義務
があるとしている。このように親に義務が存するわけであるが，義務は権利に対置するものと
30) 
して捉えられるものであるので，親の権利についても校長・教員よりも第一義的に捉らえなけ
ればならない。
このように親の教育権は憲法上の明示的な保障を欠いているものの，/憲法上の自由」として，
憲法による保障をえている基本的人権と考えられる。)この親の教育権は，権利といっても義務
性を濃厚に帯びた権利であり，子どもの利益実現に向けられた権利と して子どもの権利の代行
32) 
という側面を持っている。
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(3) 子どもの選択決定権
国際的な状況からみても，子どもの権利条約(1988年11月20日国際連合総会採択:平成6年
5月22日日本国内で発効)第5条に「子どもの権利行使に際して，親，法定保護者などが適当
な指示や指導をする責任，権利及び義務を尊重すること」と規定されている。
また，子どもの権利条約では，児童が家族・地域社会と良好な関係を持つことができ るよう
に，そして愛情を持って幸福に育てられるべきであり，そのために同条約第3条で「児童の最
善の利益が主として考慮されるものとする」とされている。このためには同条約第12条に規定
されている子どもの意見を表明する権利「自己の意見を形成する能力のある児童がその児童に
影響を及ぼすすべての事項について自由に自己の意見を表明する権利を確保する。 この場合に
おいて，児童の意見は，その児童の年齢及び成熟度に従って相応に考慮されるものとする」が
規定されているが，学校において子どもたちが一方的に措置されるケースが少なからずみられ
るところから，本条の意義がことのほか強調されている。ただし，文部省は意見を表明する権
利は， I意見がその年齢や成熟度合いによって相応に考慮されるべきという理念を一般的に定
めたものであり，必ず反映されるということまでも求めているものではないJ( I児童の権利
に関する条約についてj平成6年 5月20日(文初高第149号)文部省通知)と解し，問題点を
残したが，権利制定の主旨から考えて尊重され道守されなければならない。
障害児についても同条約第23条で「障害児の尊厳を確保し， 自立を促し， 地域社会への積極
的な参加を助長する条件の下で，十分かつ人間に値する生活を享受すべきこと」を強調しこ
のことは，就学時検診で障害児を養護学校に「隔離」するのではなく，地域の普通学校で地域
の子どもたちと共に学び，遊ぶことを求めていると解されている。 I権利行使における差別の
禁止Jの事由の一つに初めて「障害」を盛り込んだ 「権利条約」の精神からすると，この論理
は当然障害児の就学問題についても該当し，行政は条件整備に，教師などの専門家は指導助言
に徹するべきであり，就学先の最終的な意思決定権は本人に，そして必要に応じて親にあるべ
きであり，子どもたちがあたりまえに地域の学校・学級に通える権利が保障されなければなら
ないとしている。この子どもの権利条約は「子どもというのは，かれら自身， 納得がいくよ う
に自分の人生を選び，っくりあげていくことを望むもので，このような自律と自己決定への力
36) 
を持った子どもを未来に向けて育てよう」 というのが核となっている思想であ り， これらの主
旨に反したり妨げたりすることはあってはならない。
一方アメリカでは，1972年連邦地裁は障害児への就学を保障しないのはアメ リカ合衆国憲法
修正14条の「平等保護条項」と 「デュープロセス条項」に反するものであり ，I教育上の類別
としては以前から障害児の排除が認められてきた」教育当局の聴聞および審査手続きを行うこ
が求められている。こうした憲法上の障害児の平等な教育の機会均等の判決，合意を受けて1975
年に連邦議会は，全障害児教育法を制定し，ここで個別教育プログラムの親の同意，拒否，訴
訟申し立て権などを規定した。すなわちその子の障害の種類，程度，教育のありかたなどを決
38) 
定するための手続きが権利として確立されており，子どもと親に権利があることを具体的に示
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し，権利として認め，手続面においても親の権利の保障が十分になされている。 このようにア
メリカにおいては権利の主体が明確に示されている。また， 子どもの権利条約第四条第1項に
我が国の民法と同様に「締結国は，親双方が子どもの養育および発達に対する共通の責任を有
するという原則の承認を確保するために最善の努力を払う。親または場合によって法定保護者
は，子どもの養育および発達に対する第一次的責任を有する。」と明言し，親は子どもの教育
などに対して第一義的な責任と権手IJ，義務を負っていることを明確に示しているが，我が国の
学校教育に関して 「児童 ・生徒の権利」という側面から見直しが始まったのはごく最近のこと
であり，保護者の同意や不服の申立てに関して各所で制度的な配慮がなされている前述のアメ
リカと，権限をあくまで行政の裁量権内に保留し，保護者や子どもの権利が制度の中に組み入
れられていない日本との聞には大きな聞きがあると指摘されている。
我が国においても自己の選択決定権は，昭和22年施行の学校教育法施行規則第32条に 「同じ
校区内に小学校が複数ある場合，就学する小学校を親が選択決定できる」と以前には規定され
ていた。この第32条は昭和28年の文部省令により削除されたが，施行規則制定当時にはこのよ
うに親の決定権が認められていた。現在では，初等・中等教育機関では高等学校，国立学校，
私立学校を自己で選択決定することが認められているにとどまっている。 公立高等学校では，
原則として学区が設定されその学区内の学校に就学することとなっているが，北海道では例外
として，他学区からの学区外就学数 (2%枠， 5 %枠:枠の範囲内の数で許可される)が設け
られており(北海道教育委員会規則第12条)，わずかな数であるが指定区域外を越えての子ど
も本人・親の学校選択決定権が認められる場合がある。また，外国から帰国した児童生徒の編
入に際し， r言葉が不自由である等の事情によりただちに相当学年の課程における教育を受け
るこ とが適当でないと認められる ときは，保護者の希望等により学校の生活に順応するまで，
下学年に一時的に編入する措置がとられる場合もあるJ( rタイ国日本人小学校児童の編入に
関する件」昭和35年4月25日(国初第11号)文部事務次官回答)として，学校学年の選択につ
いて保護者の希望を受け入れている。さらに， rいじめにより児童生徒の心身の安全が脅かさ
れるような深刻な悩みを持っている場合」には学校指定の変更の理由 (学校教育法施行令第8
条)となりうると されてお り (r児童生徒のいじめ問題に関する指導の充実についてJ昭和60
年6月29日(文発中第201号)文部省初等中等局長通知)，避難的にではあるが認められている。
このように必ずしも学校学年などの選択で子ども自身，親の希望，選択決定権が全く認められ
ないわけではない。
さらに特殊教育においても，千葉県立夷隅養護学校の小学校6年生の児童が，保護者の交渉
の結果， 保護者側の要求を尊重し，平成6年11月に地元の大多喜町教育委員会から町立大多喜
小学校普通学級に転学したという事例もあり， 校長の権限内で全て解決できる ものではないと
考える。
また，特殊学級の設置にあたっての考え方においても，あらかじめ準備期間を置き，その間
関係者が着実で継続した啓発活動を行い， 多くの人々の理解と協力を得ることが必要であり，
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設置した後もいろいろな機会を設けて，特殊学級に対する理解を深めるとと もに，さらに広が
りをもつように働きかけていくことが大切で，保護者との連絡を密にし，学校と家庭とが協力
し合って教育を進めていくことが重要であるとしていることから，特殊学級の入級処分の権限
を校長に与えて一方的に決定，処分を行こなうことは違法で、はないという判決は，あまり にも
教育理論を無視しているものであると言える。
4 学校におけるノーマリゼーション
昭和45年心身障害者対策基本法が成立し，その後昭和56年国際障害者年が設定され，引き続
き昭和58年から平成4年までは 「国連・障害者の十年」とされたのを受けて，圏内では 「障害
者対策に関する長期計画J(昭和57年)とその後期重点施策(昭和62年)が策定され，この間
障害者施策は大きな進展をみせた。平成5年の「障害者対策に関する新長期計画一全員参加の
社会づくりをめざして一」の策定等といった新しい事態を踏まえ，心身障害者対策基本法の改
正が行われ，平成5年に障害者基本法が成立した。この法律の目的は第1条で「障害者の自立
と社会，経済，文化そのたあらゆる分野の活動への参加を促進することを目的とする」とし， I完
全参加と平等」ないし機会均等の理念を条文化したものである。
アメリカ全障害児教育法では，障害を持つ生徒が満足のいく教育を受けることができる場合
には，その子を「統合 (mainstream)Jすること，すなわち一般生徒の教室に編入することを
義務づけており，)ノ マーリゼーシヨンの考え方が定着しており，我が固においてもその方向に
進むものと考える。北海道でも平成2年3月15日北海道議会一般質問で知事は「完全参加と平
等」をテーマにした1981年の国際障害者年での福祉読本の作成，学校教育への持ち込みに関し
て「ノーマリゼーション理念の普及啓蒙を行ってきた。 福祉読本は，こうした理念を一層普及
するためには子どもの頃から障害をもっ人や高齢者に対する正しい理解と思いやりの心を育て
ることが大切」と積極的に推進することを答弁している。
さらに，アメリカのリハビリテーション法セクション504は，校舎や学級をすべての生徒に
利用できるようにすることを学校に義務づけている。これらの保護措置が意味していることは，
生徒を別の校舎に通学させることは違法であるということである。我が国においても生活環境
の改善の分野の「公共施設の利用」では，地方公共団体に対して，その設置する公共的施設を
障害者対応とすることを義務づけ まち全体として連続性ないしつながりをもって整備される
必要があるとし(I健康で心豊に生きるための住宅・社会資本整備をめざして一生活福祉づく
り大綱 J平成6年6月28日策定 建設省)，障害者の住みやすいまちづくりを目指している。
とくに障害者対策においては，障害者の自立 ・社会参加を進めていくうえで，住宅の整備だけ
ではなく，建築物の構造の改善や移動交通対策が注目されており43)地方自治体，国の積極的か
っ総合的な取り組みが必要と指摘されている。このことに関しては「高齢者，身体障害者等が
円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」が詳細に規定している。具体的には，
「病院，デパート， 集会場等不特定多数が利用する建築物の建築主は， 出入口，廊下，階段，
便所， 昇降機等を高齢者，身体障害者等が円滑に利用できるようにするための措置を講ずるよ
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う努めなければならない」とし，高齢者や身体障害者の自立と積極的な社会参加を可能にする
ための努力を求めている。学校の建造物においても高齢者，身体障害者等が円滑に利用できる
ようにする配慮が求められており(["学校施設等における高齢者，身体障害者等が円滑に利用
できる建築物の建築促進について」平成6年12月6日 (文施指第四号)文部省大臣官房文教施
設部長通知)，施設面においても共に生活できう る環境の整備が進められている。このことか
らも「統合教育」が積極的に実現されるものであり， 別々に教育を行うこ とはその主旨に沿わ
ないものと考えられる。
以上のように，憲法， 教育理論，福祉社会における社会通念に照らすと障害児を別に扱うこ
とは問題が無いわけではなく ，本事件の処分は著しく不合理であったと考える。
N ま と め
(1) 憲法第26条は生来的権利として捉えられるものであり，また，憲法の精神から個人の尊
厳が最大限に認められなければならないもので， 子どもの最善の利益が主と して考慮され，そ
のために教育の具体的な内容までも自己決定するこ とがある程度認められるべきであると考え
る。憲法の制定時の解説にもみられるように，これは子どもの lつの請求権であるといえる。
したがって，入級処分は本人や親の意思を全く尊重しないで， 校長が決定するというのは憲
法の精神，憲法第26条，子どもの権利条約，国際的動向などから考えても問題があると思われる。
また，処分についても，行政手続法の目的に示されている ように今日の行政は 「国民の権利・
利益の保護するこ と」に重きをおいていることは明かで，国民一人ひとりの権利の保障に慎重
かっ重大に判断を示すべきで， 今回の処分についても認識されなければならないものである。
さらに，教育の特殊性から， 現時点での子どもの心身の状況のみから判断される ものではな
く将来の心身の発達可能性を検討すべきものであり，本事件は教育理論から導かれる妥当であ
る処分， 判決ではないと考える。
(2) 障害児は健常児と分離しないで交流を行いつつ教育を行う方が効果的であるとの指摘が
ある。高等教育機関，高等学校においても普通学級での教育も可能であるところから， 小学校，
中学校においても同様に可能であると言わざるを得ない。また，特殊学級は特別な存在ではな
く，他の入級処分と変わることがないとしているが，教育内容が異なるとしている特殊教育を
普通教育と全く同一に扱うことは，その設置主旨から考えても認められる ものではない。
さらに，ノーマリゼーションの主旨からみても，施設な面， 人的な面に問題がある場合は，
条件整備の面で早急に改善されるべきものである。
心や知能に障害を持った子どもについては，そもそも普通学級で学ばせるのが妥当か，とい
うことも議論の対象になるが， 基本的な方向としては，養護学校や特殊学級の制度そのものは
維持されなければならないが45)普通学校や普通学級で学びたいという障害児については，障害
児の立場に立って，教育学的に可能な限りその希望をできるだけかなえられるようにすべきで
ある。
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(3) 憲法， 教育基本法，民法，子どもの権利条約など国際的見地からみても， 子どもの権利
は第一義的には，子ども本人とその親にあることは明かで，校長の権限が親の意向に勝るとい
うことは，これらのことに反するものである。就学指導に関しでも，適正な就学機関等を父母
に助言することをいい，そこにこそ障害児の教育権保障の見地が明確に反映される必要があ
り，子どもと親の権利保障が優先されなければならない。
「高校入学不許可処分取消請求事件J(平成4年 3月31日 神戸地方裁判所判決)では，身
体障害者に対しての入学不許可取消処分の適否についての判断を裁判所が行ったもので， 憲法
26条， 14条，教育基本法第3条 1項に照らして，裁判過程での入学処分の決定過程を参考にし，
教育理論を踏まえた上での判決であった。一方，本事件判決では，終始法解釈に偏ったもので
あり，世界的にみて，ノーマリゼ シーョ ンが進む中， そして各教育機関でも健常者とともに教
育を行っているにもかかわらず，積極的な判断がなされなかったのは教育理論から考えて不十
分であった。さらに重要なことは子どもの権利条約にもみられるが，障害児の教育権について
は，様々な意見があるが，まず教育を受ける権利を有する本人， その保護する親の意思が最大
限尊重されるべきであり 「法律は言葉ではなく実体である。その真の実質の探究において把
握理解されるべき ものであるJ(昭和23年 9月24日 最高裁判所大法廷判決)と示すとお り，
単に法律解釈のみにと とまらず，本質的な意味で、の教育的見地に立って判断されなければなら
なかった。
このよう に，憲法，教育理論，福祉社会における社会通念に照らすと問題が無いわけではなく，
この入級措置処分には違法性があったと考える。
教育の内容と方法にかかわる裁判は，生徒が受けた学習権の侵害を，学習活動を当該事件の
発生時にさかのぼって修復しえないので，慎重に判断すべきで， 心身ともに健康な教育が行わ
れるように，子どもの可能性を総合的に判断されなければならないので，最終的に本人 ・親の
判断決定を尊重すべきである。
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